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研究成果の概要（和文）：術前介入群と対照群では，年齢，100%MVC，全筋活動時間，超音波診断装置でのせん
断波速度に差はなかった．術後評価は治療開始後3ヵ月後に行った。
術後の咬筋のせん断弾性波は介入群と対照群に有意差はなく，1日の総筋肉活動時間にも有意差はなかったが，
介入群は対照群に比べ，総筋肉活動時間が短かった．
コロナウイルスの大流行により通院回数を減らしたいという患者さんが多かったため，被験者数は減少したが，
今後サンプル数を増やすことで，行動変容法の効果を客観的に評価できる可能性を示唆する結果であった。

研究成果の概要（英文）：There were no differences between the preoperative intervention and control 
groups in age, 100%MVC, duration of total muscle activity, and shear wave velocity on ultrasound 
equipment.Postoperative evaluation was performed 3 months after the start of treatment. There was no
 significant difference in the postoperative shear wave velocity of masseter muscle between the 
intervention and control groups, and no significant difference in the total daily duration of muscle
 activity, but the control group had a longer total duration of muscle activity than the 
intervention group.The number of subjects decreased because many patients were willing to reduce the
 number of visits to the hospital due to the coronavirus pandemic. The results suggest the 
possibility of objectively evaluating the effects of behavior modification methods by increasing the
 sample size in the future.

研究分野： 顎関節症　インプラント
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研究成果の学術的意義や社会的意義
顎関節症の寄与因子として，睡眠時筋活動に加え，日中の覚醒時筋活動が着目されている．日中への筋活動に対
しての治療介入の重要性を明らかすること，その治療法の確立が非常に重要な課題である．治療介入の方法とし
て，行動変容法を用いた是正指導があげられるが，その治療効果について客観的に評価できる手法はいままで少
ない．本研究は行動変容法の効果を客観的に評価できる可能性を示唆する結果であった．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
咀嚼筋痛障害患者の筋活動の特徴として，ブラキシズムを含む睡眠時筋活動に加え，日中の健

常者の 2倍に及ぶような過度な覚醒時筋活動が多く認められている(1)．覚醒時筋活動のうち，
非機能習癖として歯のくいしばりや口唇癖，舌癖，口腔周囲筋を緊張させるような異常運動があ
り，顎関節症の寄与因子と考えられている．しかし，ヒトが無意識下でこれらの行為を行い筋活
動量が増えるメカニズムは，未だ解明されておらず，臨床においては，この問題に対し対症療法
のみで対応しているのが現状である． 
顎関節症に対する初期の治療においては咬合調整や補綴処置などの非可逆的治療ではなく，

自然経過を阻害せずに，可逆的かつ保存的な治療が第一選択として推奨されているため，認知行
動療法や指導が治療の第一選択となる．また意識下の日中の歯ぎしりを減らすと，無意識化の就
寝中の歯ぎしりも減らせる可能性も報告されており(2)，生活習慣の是正指導や日中歯牙接触癖
を含む日中の非機能習癖および以上運動の是正指導などの重要性はとても高いが，本国では保
険診療では設定されておらず，患者に施行する時間は非常に少ない． 
筋痛患者を対象に認知行動療法を行い，その効果を VAS 値や患者の主観的評価を多く用いて

その効果を検討した報告は散見される．しかし，そもそも咀嚼筋障害の診断および筋痛の評価は
患者や術者の主観的評価によるところが大きく，病態の客観的評価が困難であるため，認知行動
療法の効果を定量測定することは今まで困難であった． 
睡眠時のブラキシズムとは異なり，覚醒時の習癖であるため，患者自身がその習癖の存在を自

覚し，習癖是正を行うことがある程度は可能であると考えられているが，術者が「指導を行う」，
患者が「指導を受ける」といった特殊性から，患者も治療者も治療に積極的に取り組むことにな
る，そのため希望による期待によって，VAS やアンケートといった主観的評価のみではバイアス
が生じることが考えられ，二重盲検が不可能であり認知行動療法の効果研究法には大きな不備
があると指摘されていることが多く，質の高い研究の遂行が求められている． 
咀嚼筋痛障害は，触診による圧痛の有無について，患者と医師の主観的な評価に基づいて診断

が行われる(3, 4)ため，客観的に評価することが困難である．筋筋膜痛は筋及び筋膜の索状硬結
部位に出現するトリガーポイントと呼ばれる痛みの発痛点と関連する．筋筋膜痛を発症してい
る咀嚼筋は，臨床的に硬くこわばった感触であることが知られているが(5)，これは触診による
術者の感覚を主観的に述べたものである．咀嚼筋痛患者において咀嚼筋の硬さを客観的に評価
する方法として，せん断弾性波エラストグラフィがあげられる．これは，せん断弾性波伝搬速度 
(Vs) を使用して硬さを測定する近年開発された手法である．せん断弾性波エラストグラフィは
対象部位を Vs (m/s) で測定できるため，組織の硬さを定量化できる．この技術は慢性Ｃ型肝炎
患者における肝線維化の重症度を予測するのに近年世界的に用いられているが(6-8)，筆者らは
咬筋の硬さの程度をせん断弾性波の伝搬速度として実数値で表し，咬筋の硬さと疼痛強度が相
関関係をもつことを我々の以前の研究において初めて検証を行った(9)．超音波診断装置による
咀嚼筋の硬さの測定は，咬筋の触診による術者の主観的な臨床評価との併用により，科学的根拠
に基づいた上での総合的な解析を行うことが可能になり，非侵襲的で直接的な診断・定量的な評
価をおこなうことができるようになった． 
 上記より，疼痛強度と相関関係のある筋肉の硬さを超音波診断装置により測定することで，認
知行動療法の効果を客観的に評価することができるのではないかと考えた．そこで，咀嚼筋痛患
者に認知行動療法を行うと，実数値で表される咬筋硬さが低下する，との仮説を立てた．その仮
説を検証するために，咬筋に咀嚼筋痛障害を有する顎関節症患者を対象にランダム化比較試験
を行い，試験群(認知行動療法群)と対照群の治療経過について超音波測定装置を用いて評価する
こととした．対象者らには，終日の筋電図測定も行うことで，認知行動療法の効果を実数値で評
価していくことが可能である． 
超音波診断装置を用いて測定した咬筋の硬さと疼痛強度を用いて，顎関節症の治療効果を検

証したことはこれまでにない．また，終日筋電図測定による評価に加えて，超音波診断装置を用
いての実数値での評価といった認知行動療法の効果を複数の客観的指標で評価していく試みは
今までにない．以上が本研究の学術的な特色である．本研究の遂行によって，咀嚼筋痛に関する
認知行動療法の効果を定量評価が可能となる． 
 
 
２．研究の目的 
顎関節症の寄与因子として考えられている日中ブラキシズム習癖に対する，是正指導として

行動変容法が推奨されている．行動変容法のその効果には客観性に乏しく、いまだに保険診療に
導入されていない。我々は行動変容法の効果を定量的に測定できる２つの方法を持っている。そ
こで本研究は行動変容法の効果を超音波診断装置を用いて筋肉の硬さを測定すること，さらに
終日筋電図を測定することで，咀嚼筋痛を訴える顎関節症患者に対する認知行動療法の効果を，
多角的に客観的定量評価することとした． 
 



３．研究の方法 
本院を訪れた咀嚼筋障害のある顎関節症患者に対して，最も障害の発現頻度が高い咬筋を選

択し超音波診断装置を用いて硬度の測定を行う．携帯型筋電計による終日の筋活動電位，軟組織
の MRI 画像検査による咀嚼筋の T2マップの詳細な画像評価といった客観的評価と，痛みや生活
支障度の VAS 値などの患者の主観的評価を併せて検討する．当院顎関節治療部を訪れる年間約
200 名の顎関節症患者の中で，両側咬筋に筋痛のある開口制限を認める例年およそ 40 名の患者
の中で実験に同意した患者を被験者に対し行う． 
①終日筋電図測定と超音波診断装置による筋の硬さ測定による，認知行動療法の効果を評価す
るためのワークフローを確立する 
筋電図測定，超音波診断，治療開始，終了の時期や期間といったワークフローを設定するために，
学内及び院内からボランティアを募集し実験を行う．生活習慣指導，認知行動療法，薬物療法や
スプリント療法などの治療法を行い，超音波診断装置を用いて治療前後に咬筋硬さを測定する
(図１)．また，携帯型筋電計を用いて筋電図測定を行う(図２)．治療効果について，他覚的評価
として開口量と筋電図および超音波診断装置を用いた筋硬度，自覚的症状の改善として疼痛・生
活支障度の VAS 値の経時的な記録を行い，分析・統計処理を行う．超音波診断装置及び筋電図測
定を用いた評価について研究の結果を顎関節学会にて発表し検討を行う． 
②咀嚼筋障害患者への認知行動療法の効果について，超音波診断装置を使用し判定する 
認知行動療法の治療効果を判定する研究に移行する．当院受診した患者から被験者を抽出し，認
知行動療法を行う．超音波診断装置及び筋電図測定装置を用いて治療効果を比較し検討する． 
１．被験者：認知行動療法群，対照群の 2群に無作為割り付け行う．  
２．測定方法：認知行動療法の内容は，日本顎関節学会専門医３名のいずれかにより行動変容法
に位置づけられる習義逆転法を用いた指導及び説明を行う．咬筋の硬さの測定(図１)には超音
波診断装置 ACUSON S2000®(シーメンス社製)を用いる．咬筋の硬さは咬筋前縁部，中央部，後縁
部の３カ所で咬筋の厚みの中央部に設定してせん断弾性波伝搬速度の測定を行う．測定は，超音
波診断装置の操作を習得している顎関節学会専門医１名が，各被験者がどちらの群に割り付け
られているかわからない状態で治療開始前と開始後に測定を行い，盲検化とする．筋電図測定結
果は，被験者の状態に関して盲検化で分析を行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
４．研究成果 
 術前介入群と対照群では，年齢，100%MVC，全筋活動時間，超音波診断装置でのせん断波速度
に差はなかった．術後評価は治療開始後 3ヵ月後に行った。 
術後の咬筋のせん断弾性波は介入群と対照群に有意差はなく，1日の総筋肉活動時間にも有意差
はなかったが，介入群は対照群に比べ，総筋肉活動時間が短かった． 
コロナウイルスの大流行により通院回数を減らしたいという患者さんが多かったため，被験者
数は減少したが，今後サンプル数を増やすことで，行動変容法の効果を客観的に評価できる可能
性を示唆する結果であった。 
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図２ 携帯型筋電計と筋電図測定 
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